
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。

　平成２９年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は、歳入総額１９５億７，５３８万円、歳出総額１９２億２，９１９万７千円で、翌年度への繰越財源８，５７８万５千円を
除いた実質収支額は、２億６，０３９万８千円となりました。
　特別会計は８会計合計で、歳入総額１１４億９，３９０万３千円、歳出総額１１２億６８７万３千円となりました。
　企業会計については、水道事業において、市民生活や経済活動の基盤となる、安全で安定した水道水の供給と健全運営に努めた結果、
４，３７１万１千円の黒字となりました。下水道事業は、長期的な視点を持った事業の効率化や経費の節減を目指し、施設の計画的な修
繕や更新、処理区の統廃合を推進していますが、人口減少等の社会情勢変化等により、使用料収入だけでは賄えず、一般会計からの補塡
を行う中で、２億９，７２３万２千円の黒字となりました。病院事業は、医療サービス向上のため、７対１看護体制を維持するとともに、
地域包括ケア病棟を活用して在宅復帰に向けた医療や支援を行いました。また、経営基本計画及び実施計画に基づき、継続した経営改善
に取り組んだ結果、３４９万１千円の黒字となりました。
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***平成29年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）
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　市税は、市民税が５，３３３万円減少（前年度と比べ２．６％減）するとともに、市たばこ税が１，８６６万７千円減少（前年度
と比べ６．６％減）となったことなどから、市税全体として６，６４９万８千円の減収（前年度と比べ１．４％減）となりました。
株式等譲渡所得割交付金は、１，８９６万５千円、地方交付税は、１，２１６万５千円、それぞれ増加しました。県支出金について
は、保育所緊急整備交付金の皆減等により、６億７，９７２万５千円減少しました。
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地方交付税

31.9%

分担金及び負担金
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）
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　民生費は、認定こども園施設整備事業の完了等により、１０億４８２万３千円減少しました。消防費は、消防署の整備により、
４億２，８０５万３千円増加し、教育費は、西脇小学校校舎整備事業により、２億４，８０４万１千円増加しました。
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）

　人件費は１，６０１万６千円増加、補助費等は北はりま消防組合負担金の増加等により、７億６，３６１万３千円増加しました。
普通建設事業費は、認定こども園施設整備事業の完了等により、９億９９３万５千円減少しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数 0.470.46

区　　　分 平成29年度 平成28年度
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財 政 力 指 数

※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。

9.6

8.4
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6.0

8.0

10.0

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

実 質 公 債 費 比 率

※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は８９．１％で、前年度より
０．４ポイント良化しました。実質公債費比率については、０．３ポ
イント悪化しました。
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※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）
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　借入金である市債の一般会計の平成２９年度末現在高は、５億３，２９６万５千円増加（前年度と比べ２．７％増）しましたが、企
業会計を含めた市全体では１２億６，５９４万７千円減少（前年度と比べ２．４％減）しました。一般会計の市債現在高が増加した主
な要因は、消防債（８億７，３４０万円）と臨時財政対策債（６億８，２７１万１千円）等の発行です。
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一般会計
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一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

単位：千円

主財源に当たります。

※臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付
される地方交付税の原資が足りないため、不足
分の一部を地方自治体が借り入れし、財源を確
保することです。返済時には地方交付税として
全額措置されます。
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○　基金の状況

（単位：千円）

8,289

25,450 0

31,053

3,084

20,000

1,372,007

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

116,092 2,227

2,231,010

44,086

0

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

50,000

10,961,226

163,242 512,102

256,242

1,373,792

88,020

113,908 1,482

85,532

合　　　　　計 10,645,281

489,457そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 68,319

115,390

05,254,986

86,844

508,787

現在高

44,993

0

508,7873,084

2,474 42,528

平成29年度中増減額
積　立　額

352,718341,665

9,153 121,777

平成28年度末

2,256,460

5,521,333
取り崩し額

266,347

9

現在高
平成29年度末

  貯金である基金の平成２９年度末残高は、１０９億６，１２２万６千円で、前年度に比べ３億１，５９４万５千円増加しました。財
政調整基金は２億６，６３４万７千円増加しました。環境基金については、太陽光発電所売電収入により４，４０８万６千円積立てる
とともに、家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業など環境保全に関する事業へ充当するため９１５万３千円取り崩しました。

572,187

185,887

2,488公 営 墓 地 基 金

地 域 振 興 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

10,074

減 債 基 金

4,172,212
4,600,099

4,958,639
5,254,986

5,521,333

146,349 102,554 48,676 44,993 42,528

1,771,303

1,774,374
2,160,901 2,231,010

2,256,460
2,761,203

2,803,424 2,965,759 3,114,292 3,140,905

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金

単位：千円
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